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(57)【要約】
【課題】作業性に優れており、建材などの被着体に接着
されたときに即座に安定した高い補強補修性能を示す接
着シートを提供する。
【解決手段】本開示の接着シートは、酸性樹脂に含浸し
た強化繊維を含む基材層、及び基材層の上に配置された
塩基性接着剤層を含む。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　酸性樹脂に含浸した強化繊維を含む基材層及び前記基材層の上に配置された塩基性接着
剤層を含む接着シート。
【請求項２】
　前記酸性樹脂のＴｇが－６０℃以上である、請求項１に記載の接着シート。
【請求項３】
　前記塩基性接着剤層が感圧接着剤又はホットメルト接着剤を含む、請求項１又は２のい
ずれかに記載の接着シート。
【請求項４】
　ＪＩＳ　Ａ　１１９１：２００４に準拠して測定したときに、前記強化繊維の引張強度
が０．０１ｋＮ／ｍｍ２以上であり、破断伸びが１０％以下である、請求項１～３のいず
れか一項に記載の接着シート。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の接着シートを含む補強補修テープ。
【請求項６】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の接着シートを含む建材用補強補修テープ。
【請求項７】
　請求項６に記載の建材用補強補修テープが巻き付けられた強化建材。
【請求項８】
　前記建材用補強補修テープが２回以上巻き付けられた、請求項７に記載の強化建材。
【請求項９】
　請求項６に記載の建材用補強補修テープを建材の周囲に張力をかけながら巻き付けるこ
とを含む、強化建材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は被着体の補強及び補修に用いることのできる接着シートに関する。より詳細に
は、建材の補強及び補修に適した接着シート及び補強補修テープ、並びに補強補修テープ
により強化された建材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　建材に用いられるコンクリート、自動車の外装に用いられる鋼板などの構造材を補強又
は補修する目的で、炭素繊維などの強化繊維シートを構造材に接着することが一般に行わ
れている。
【０００３】
　コンクリート建材、例えばコンクリート柱を強化する方法の一つとして、繊維強化プラ
スチック（ＦＲＰ）巻付法がある。このＦＲＰ巻付法は数多くの作業工程、例えば劣化し
たコンクリート表面の研削による下地処理、エポキシ接着剤用プライマーの塗布、コンク
リート表面の不陸修正、エポキシ接着剤の下塗り、炭素繊維、アラミド繊維などの強化繊
維を含むＦＲＰシートの巻付け、ＦＲＰシートへの含浸を目的とするエポキシ接着剤の上
塗り、硬化養生などを必要とする。施工者がコンクリート柱へＦＲＰシートを巻き付けた
後に接着位置を調整することができるように、エポキシ接着剤は長い作業時間を有するこ
とが望ましい。そのため、１つのＦＲＰシートの巻付け及び硬化養生に要する時間は一般
に少なくとも１日であり、複数回ＦＲＰシートを巻き付ける場合、２日以上の作業期間を
要する。
【０００４】
　特許文献１（特開平８－２１８６４６号公報）は、「柱状のコンクリート構造物の表面
の破損部を除去修復して清浄化したのち、プライマーを該表面に塗布してこれを硬化させ
、該表面に接着剤を均一に塗布したのち、テープの長さ方向の繊維にコンクリートよりも
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引張強度が大きく且つ柔軟性の良い化学繊維を使用すると共に、その幅方向の繊維に該長
さ方向の繊維の位置を固定し得る化学繊維を使用し、該長さ方向の化学繊維を直線的に配
列した状態で該幅方向の繊維と共に編織し且つ該テープの表裏間に積極的に接着剤を流通
させるための繊維空間を持たせて編織したコンクリート構造物補強用テープを緩みのない
ように該柱状のコンクリート構造物に捲回して接着することを特徴とするコンクリート構
造物補強方法」を記載している。
【０００５】
　特許文献２（特開平１０－２５９６６５号公報）は、「裏面全体に、仮着性粘着剤と更
にその上に剥離シートとを積層貼着してなる高強度繊維製補強シートを、同剥離シートを
剥がし、その裏面を建造物表面に押圧して仮着し、次いで該仮着した高強度繊維製補強シ
ート内に接着剤を十分に含浸させ、最後に同含浸処理済みの高強度繊維製補強シート面を
表面仕上げすることを特徴とする建造物の補強方法」を記載している。
【０００６】
　特許文献３（特開平１０－３１１１４５号公報）は、「主材シートが粘着剤を介して離
型紙に剥離可能に擬似接着されているものにおいて、該離型紙が透明あるいは半透明であ
ることを特徴とするコンクリート構造物の補強用繊維シート」を記載している。
【０００７】
　特許文献４（特開平１１－０６２２５９号公報）は、「一方向に引き揃えられた強化繊
維シート材が、その少なくとも片面に粗目織物状基布を有し、且つ、該シート材のいずれ
か片面に粘着剤層を有することを特徴とする補強補修用粘着型テープ材」を記載している
。
【０００８】
　特許文献５（特開２００２－０４７８０９号公報）は、「予め片面、若しくは両面に感
圧接着剤層を有する硬化可能な繊維強化プラスティック（以下プリプレグと称する。）の
シートを、所定の坦体に、その感圧接着剤層を用いて貼り付けた後、適宜の方法によって
当該プリプレグを硬化せしめて得られる強化複合材料とその製造方法、及び施工法」を記
載している。
【０００９】
　特許文献６（特開平１１－１２４９５５号公報）は、「壁面に接近して設けられた橋脚
等のコンクリート柱状体に、芳香族ポリアミド繊維等の補強繊維からなるベルト状補強材
を捲回し、該補強繊維間に樹脂を含浸させて該コンクリート柱状体を補強する方法に於い
て、該ベルト状補強材の長さ方向の中間部に予め樹脂を含浸硬化させた硬化部を形成して
おき、該硬化部の片面に接着剤を塗布したのち該補強材を硬化部が該コンクリート柱状体
の壁面側の側面に位置するように回し込んで該硬化部を該側面に貼着させ、該補強材の硬
化部以外の部分に樹脂を含浸させて該柱状体に貼着し該樹脂を硬化させることを特徴とす
るコンクリート柱状体の補強方法」を記載している。
【００１０】
　特許文献７（特開平１１－０５０３４８号公報）は、「長尺の繊維シートで構成される
補強用シートであって、長手方向に一定間隔のマークが施されたことを特徴とする補強用
テープ」を記載している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開平８－２１８６４６号公報
【特許文献２】特開平１０－２５９６６５号公報
【特許文献３】特開平１０－３１１１４５号公報
【特許文献４】特開平１１－０６２２５９号公報
【特許文献５】特開２００２－０４７８０９号公報
【特許文献６】特開平１１－１２４９５５号公報
【特許文献７】特開平１１－０５０３４８号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　ＦＲＰ巻付法は上記のとおり現場での作業工程が多いため、手間がかかり施工期間も長
い。また、設計強度を発揮するためにはＦＲＰシートに張力を均一にかけながらＦＲＰシ
ートを巻き付ける必要があり、施工品質は施工者の技術に大きく依存する。さらに、鉄道
の橋脚、飲食店などの店舗が入るビルのコンクリート柱などを補強又は補修する場合、鉄
道の運行終了後又は店舗の閉店後などの深夜に作業時間が制約されることが多い。加えて
、ＦＲＰ巻付法は湿式工法であるため、鉄道橋脚の補強補修の場合は、車両の通過による
振動などにより硬化が均一にならない場合があり、店舗の付近で施工する場合はエポキシ
接着剤の臭気などが問題となる場合がある。
【００１３】
　本開示は、作業性に優れており、建材などの被着体に接着されたときに即座に安定した
高い補強補修性能を示す接着シートを提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本開示の一実施形態によれば、酸性樹脂に含浸した強化繊維を含む基材層及び前記基材
層の上に配置された塩基性接着剤層を含む接着シートが提供される。
【００１５】
　本開示の別の実施態様によれば、上記接着シートを含む補強補修テープ及び建材用補強
補修テープが提供される。
【００１６】
　本開示のさらに別の実施態様によれば、上記建材用補強補修テープが巻き付けられた強
化建材が提供される。
【発明の効果】
【００１７】
　本開示の接着シートは、強化繊維を含む基材層と接着層とが一体形成されているため作
業性に優れており、施工直後から設計強度を得ることができる。
【００１８】
　また、本開示の接着シートは、強化繊維が酸性樹脂に予め含浸されて一体となった基材
層を備えているため、接着シートに応力が加わったときに強化繊維と酸性樹脂の間のずれ
を抑制することができる。また、酸性樹脂を含む基材層と塩基性接着剤層は、それらの層
の界面における酸塩基相互作用によって互いに強固に結合することができる。これらが相
乗的に作用して、本開示の接着シートは、接着シートの平面に平行な方向に高いせん断強
度を発揮することができる。
【００１９】
　なお、上述の記載は、本発明の全ての実施態様及び本発明に関する全ての利点を開示し
たものとみなしてはならない。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本開示の一実施態様の接着シートの断面図である。
【図２】本開示の一実施態様の補強補修テープを巻き付けて強化されたコンクリート柱の
斜視図である。
【図３】本開示の一実施態様の補強補修テープが２回巻き付けられたコンクリート柱の断
面図である。
【図４】図３の点線部分の拡大図である。
【図５】例１及び比較例１の圧縮試験のチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明の代表的な実施態様を例示する目的でより詳細に説明するが、本発明はこ
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れらの実施態様に限定されない。
【００２２】
　本開示において「（メタ）アクリル」とはアクリル又はメタクリルを意味し、「（メタ
）アクリレート」とはアクリレート又はメタクリレートを意味する。
【００２３】
　本開示の一実施態様の接着シートは、酸性樹脂に含浸した強化繊維を含む基材層及び前
記基材層の上に配置された塩基性接着剤層を含む。
【００２４】
　図１に本開示の一実施態様の接着シートの断面図を示す。接着シート１０は基材層１２
及びその上に配置された塩基性接着剤１８の層を含む。基材層１２は強化繊維１４を含み
、強化繊維１４は酸性樹脂１６に含浸されている。
【００２５】
　強化繊維は、基材層の足場となる材料であり、接着シートの強度を決定する主たる要素
である。強化繊維として、炭素繊維、ガラス繊維などの無機連続繊維、芳香族ポリアミド
繊維（アラミド繊維）、ナイロン繊維、ビニロン繊維、ポリエステル繊維、ポリパラフェ
ニレンベンゾオキサゾール（ＰＢＯ）繊維、高強度ポリエチレン繊維などの有機連続繊維
、及びこれらの組み合わせを用いることができる。強度が高いことから炭素繊維及びアラ
ミド繊維が有利に使用でき、軽量であることから炭素繊維を特に有利に使用することがで
きる。
【００２６】
　強化繊維は、一方向に引き揃えられたものであってもよく、平織り、綾織り、太綾織り
、朱子織りなどの織加工又は編加工によるシート形状を有してもよい。縦糸（ワープ）及
び横糸（フィリング）の両方が強化繊維であってもよく、いずれか一方に他の繊維を用い
ることもできる。平織り及び綾織りのシートが入手しやすく一般に使用される。強化繊維
シートの幅は用途に応じて様々であってよいが、例えば、コンクリート建材の補強補修用
途の場合、作業性、施工効率などの観点から、シートの幅は、一般に、約２００ｍｍ以上
、約２５０ｍｍ以上、又は約３００ｍｍ以上、約１５００ｍｍ以下、約１０００ｍｍ以下
、又は約８００ｍｍ以下である。
【００２７】
　強化繊維シートの質量（目付、坪量ともいう。）は、一般に、約５０ｇ／ｍ２以上、約
１００ｇ／ｍ２以上、又は約１５０ｇ／ｍ２以上、約１０００ｇ／ｍ２以下、約８００ｇ
／ｍ２以下、又は約５００ｇ／ｍ２以下である。強化繊維シートの厚さは、必要とされる
補強補修強度及び作業性を考慮して選択することができ、一般に、約０．０５ｍｍ以上、
約０．１ｍｍ以上、又は約０．１５ｍｍ以上、約１ｍｍ以下、約０．８ｍｍ以下、又は約
０．５ｍｍ以下である。
【００２８】
　強化繊維の繊維径は、一般に、約０．０５ｍｍ以上、約０．０８ｍｍ以上、又は約０．
１０ｍｍ以上、約１．２０ｍｍ以下、約０．７０ｍｍ以下、又は約０．３５ｍｍである。
強化繊維の引張強度は用途に応じて選択され、ＪＩＳ　Ａ　１１９１：２００４「コンク
リート補強用連続繊維シートの引張試験方法」に準拠して測定したときに、一般に、約０
．０１ｋＮ／ｍｍ２以上、約０．１ｋＮ／ｍｍ２以上、又は約１．０ｋＮ／ｍｍ２以上、
約１００ｋＮ／ｍｍ２以下、約５０ｋＮ／ｍｍ２以下、又は約２０ｋＮ／ｍｍ２以下であ
る。強化繊維の破断伸びは、ＪＩＳ　Ａ　１１９１：２００４「コンクリート補強用連続
繊維シートの引張試験方法」に準拠して測定したときに、一般に、約０％以上、約０．２
％以上、又は約０．５％以上、約１０％以下、約８％以下、又は約６％以下である。一般
に補強用途に用いられる強化繊維は、伸び難く、高い引張強度が要求されることから炭素
繊維、アラミド繊維又はこれらの組み合わせであることが望ましい。
【００２９】
　酸性樹脂は、強化繊維を含浸して基材層のマトリクスとなり、接着シートにさらに強度
を付与する要素である。本開示における「酸性」とは、材料が電子対受容体として電子対
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を受け取る性質を有する（ルイス酸である）部位、又は水素イオンが付加した共役酸とな
る性質を有する部位を有することをいう。本開示における「塩基性」とは、物質が電子対
供与体として電子対を提供する性質を有する（ルイス塩基である）部位、又は水素イオン
が脱離した共役塩基となる性質を有する部位を有することをいう。本開示において「酸性
」及び「塩基性」は比較対象となる材料に依存する相対的な概念である。例えば、ルイス
酸として働く部位とルイス塩基として働く部位の両方が存在する材料は、そのような材料
に隣接する別の材料が酸性の場合は塩基性材料として、塩基性の場合は酸性材料として機
能するため、酸性樹脂及び後述する塩基性接着剤のどちらにも適宜用いることができる。
【００３０】
　酸性樹脂として、カルボキシル基、ヒドロキシル基、スルホン酸基、硫酸基、ホスホン
酸基、リン酸基などの活性水素を有する官能基を有する様々な高分子材料を使用すること
ができる。また、カルボキシレート基のように活性水素はもたないが、材料を上記に定義
したとおりの酸性にするように作用する官能基を有する高分子材料も酸性樹脂に使用する
ことができる。
【００３１】
　酸性樹脂は熱可塑性樹脂、熱硬化樹脂、及び放射線硬化樹脂のいずれであってもよい。
酸性樹脂として使用可能な高分子材料としては、例えば、（メタ）アクリル樹脂、エポキ
シ樹脂、ポリエステル、ポリウレタン、ポリプロピレン、エチレン－酢酸ビニル共重合体
、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、シリコーン樹脂などを使用することができる。
接着シートが曲面に適用される場合、酸性樹脂が粘弾性特性を有するエラストマーである
ことが有利である。また、酸性樹脂がエラストマーであると、接着シートの補強効果が酸
性樹脂の脆性破壊に起因して急激に劣化することを抑制することができる。
【００３２】
　酸性樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）は、一般に、約－６０℃以上、約－４０℃以上、又
は約０℃以上、約２００℃以下、約１００℃以下、又は約５０℃以下である。Ｔｇは示差
走査熱量測定（ＤＳＣ）を用いて決定される。Ｔｇが高くなるにつれて接着シートの強度
及び剛性が高まって補強補修性能が向上するが、柔軟性が低下して応力緩和特性、曲面へ
の形状追従性、作業性などが低下する場合がある。
【００３３】
　好適な酸性樹脂の一つとして酸性（メタ）アクリル樹脂が挙げられる。（メタ）アクリ
ル樹脂は、エステル部位の炭素数が１～３０のアルキル（メタ）アクリレートモノマー、
並びに必要に応じて活性水素を有する酸性モノマー及び／又は架橋剤を含む混合物を重合
することによって得ることができる。重合は熱重合及び光重合のいずれによっても行うこ
とができる。反応開始剤として、例えば本技術分野で既知の熱重合開始剤、例えば過酸化
ベンゾイル、アゾビスイソブチロニトリル（ＡＩＢＮ）など、又は光開始剤、例えばベン
ゾフェノン、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノンなどを用いることができ
る。
【００３４】
　エステル部位の炭素数が１～３０のアルキル（メタ）アクリレートモノマーとして、例
えば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）
アクリレート、イソアミル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘキシル（メタ）アクリレート、
２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、イソノ
ニル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレート、ドデシル（メタ）アクリレー
トなどのアルキル（メタ）アクリレート；フェニル（メタ）アクリレート；メトキシプロ
ピル（メタ）アクリレート、２－メトキシブチル（メタ）アクリレートなどのアルコキシ
アルキル（メタ）アクリレート；フェノキシエチル（メタ）アクリレートなどのフェノキ
シアルキル（メタ）アクリレートなどが挙げられ、所望のガラス転移温度、引張強度、伸
び特性などを得る目的で、１種又は２種以上を使用することができる。これらのモノマー
に由来するアルキルエステル基は酸性を示す。
【００３５】
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　活性水素を有する酸性モノマーとして、例えば、（メタ）アクリル酸、マレイン酸、イ
タコン酸、ω－カルボキシポリカプロラクトンモノアクリレート、フタル酸モノヒドロキ
シエチル（メタ）アクリレート、β－カルボキシエチルアクリレート、２－（メタ）アク
リロイルオキシエチルコハク酸、２－（メタ）アクリロイルオキシエチルヘキサヒドロフ
タル酸、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレ
ートなどのヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート、ビニルスルホン酸、４－スチレン
スルホン酸などが挙げられる。カルボキシル基、ヒドロキシル基、スルホン酸基などは水
素結合を形成して基材層と塩基性接着剤層との結合をより強固にすることから、これらの
モノマーを共重合することが有利である。
【００３６】
　架橋剤として、例えば、二官能性又は多官能性（メタ）アクリレート、例えば、１，４
－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリ
レート、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、シクロヘキサンジメタノールジ（
メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジプロピレングリ
コールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレートなどの
二官能性（メタ）アクリレート；グリセロールトリ（メタ）アクリレート、トリメチロー
ルプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート
、ジトリメチロールプロパンテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペン
タ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレートなどの多官
能性（メタ）アクリレートを使用することができる。ウレタンアクリレート、ポリエステ
ルアクリレート、エポキシアクリレートなどの重合性オリゴマーを架橋剤として使用する
こともできる。架橋剤を使用することにより接着シートの強度を高めつつ、単独で重合し
たときのホモポリマーのＴｇが低いアルキル（メタ）アクリレートモノマー、例えばエチ
ルアクリレート、ｎ－ブチルアクリレート、２－エチルヘキシルアクリレートなどのアル
キルアクリレートモノマーを用いて酸性樹脂のＴｇを所望の範囲に調節することができる
。
【００３７】
　活性水素を有する酸性モノマー及び／又は架橋剤を共重合する場合、（メタ）アクリル
樹脂は、例えば、エステル部位の炭素数が１～３０のアルキル（メタ）アクリレートモノ
マーを約５０質量部以上、約５５質量部以上、又は約６０質量部以上、約１００質量部以
下、約９５質量部以下、又は約９０質量部以下；活性水素を有する酸性モノマーを約２質
量部以上、約５質量部以上、又は約１０質量部以上、約４０質量部以下、約３５質量部以
下、又は約３０質量部以下；架橋剤を約０．０１質量部以上、約０．０２質量部以上、約
０．０５質量部以上、約５質量部以下、約３質量部以下、又は約２質量部以下としてこれ
らを共重合することによって得ることができる。
【００３８】
　カレンダー成型により酸性（メタ）アクリル樹脂を強化繊維に含浸させてもよい。酸性
（メタ）アクリル樹脂のモノマー混合物を予め部分的な重合（予備重合、プレポリマー化
ともいう）により重合性オリゴマーとして、強化繊維の含浸に使用することができる。こ
の部分的な重合は、粘度が５～１００００ｍＰａ・ｓ程度となるまで行うことが好ましい
。反応開始剤を添加した酸性（メタ）アクリル樹脂のモノマー混合物を予備重合せずに強
化繊維の含浸に使用してもよい。
【００３９】
　酸性樹脂は接着性を有していてもよい。例えば、酸性樹脂が感圧接着剤又はホットメル
ト接着剤である場合、２つの被着体の間に接着シートを配置して、これらの被着体同士を
接着することができる。基材層を被着体に接着し、塩基性接着剤層に更なる層又はフィル
ム、例えば装飾フィルムを適用することもできる。
【００４０】
　基材層に含まれる酸性樹脂と強化繊維の質量比は、一般に、強化繊維を１００質量部と
したときに、酸性樹脂が約５質量部以上、約１０質量部以上、又は約２０質量部以上、約
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１５００質量部以下、約１３００質量部以下、又は約１０００質量部以下である。
【００４１】
　基材層の厚さは強化繊維の厚さによって概ね決定され、一般に、約０．０５ｍｍ以上、
約０．１ｍｍ以上、又は約０．１５ｍｍ以上、約１ｍｍ以下、約０．８ｍｍ以下、又は約
０．５ｍｍ以下である。
【００４２】
　基材層は酸性樹脂及び強化繊維に加えて、充填材、酸化防止剤、紫外線吸収剤などの任
意成分をさらに含んでもよい。
【００４３】
　塩基性接着剤層は基材層の上に配置される。塩基性接着剤として、アミノ基、アミド基
、イミノ基、ニトリル基などの窒素原子を含む官能基を有する様々な材料を使用すること
ができる。塩基性接着剤は感圧接着剤又はホットメルト接着剤であってよい。感圧接着剤
を用いる場合、接着シートを常温で被着体に接着することができ、接着シートの施工性を
高めることができる。ホットメルト接着剤を用いる場合、一般に約１００℃以上、約１２
０℃以上、又は約１５０℃以上、約２００℃以下、約１８０℃以下、又は約１７０℃以下
に加熱しながら接着シートを被着体に適用した後、冷却して接着シートを被着体に接着す
る。
【００４４】
　塩基性接着剤として、例えば、塩基性（メタ）アクリル系接着剤、塩基性エポキシ系接
着剤、塩基性フェノール樹脂系接着剤、塩基性ウレタン系接着剤、ポリアミド系接着剤、
ニトリルゴム系接着剤などを使用することができる。
【００４５】
　好適な塩基性接着剤の一つである塩基性（メタ）アクリル接着剤は、エステル部位の炭
素数が４～３０のアルキル（メタ）アクリレートモノマー、塩基性モノマー、及び架橋剤
を含む混合物を重合することによって得ることができ、一般に感圧接着剤である。重合は
熱重合及び光重合のいずれによっても行うことができる。反応開始剤として、例えば本技
術分野で既知の熱重合開始剤、例えば過酸化ベンゾイル、アゾビスイソブチロニトリル（
ＡＩＢＮ）など、又は光開始剤、例えばベンゾフェノン、２，２－ジメトキシ－２－フェ
ニルアセトフェノンなどを用いることができる。
【００４６】
　エステル部位の炭素数が４～３０のアルキル（メタ）アクリレートモノマーとして、例
えば、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソアミル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘキシ
ル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メ
タ）アクリレート、イソノニル（メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレート、ド
デシル（メタ）アクリレートなどのアルキル（メタ）アクリレート；フェニル（メタ）ア
クリレート；メトキシプロピル（メタ）アクリレート、２－メトキシブチル（メタ）アク
リレートなどのアルコキシアルキル（メタ）アクリレート；フェノキシエチル（メタ）ア
クリレートなどのフェノキシアルキル（メタ）アクリレートなどが挙げられ、所望の接着
特性を得る目的で、１種又は２種以上を使用することができる。
【００４７】
　塩基性モノマーとして、エチレン性不飽和基と、アミノ基、アミド基、イミノ基、ニト
リル基、イミド基、及びそれらの組み合わせからなる群から選択される窒素含有基とを有
する化合物を使用することができる。塩基性モノマーとして、例えば、２－アミノ（メタ
）アクリル酸、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、２－ジエチルアミ
ノエチル（メタ）アクリレート、１－（メチルアミノ）エチル（メタ）アクリレート、２
－（メチルアミノ）エチル（メタ）アクリレート、１－（エチルアミノ）エチル（メタ）
アクリレート、２－（エチルアミノ）エチル（メタ）アクリレート、３－（ジメチルアミ
ノ）プロピル（メタ）アクリレート、Ｎ－ｔｅｒｔ－ブチルアミノエチル（メタ）アクリ
レート、（メタ）アクリルアミド、ジメチル（メタ）アクリルアミド、ジエチル（メタ）
アクリルアミド、Ｎ－［３－（ジメチルアミノ）プロピル］（メタ）アクリルアミド、２
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－ビニルピリジン、４－ビニルピリジン、ジメチルアリルアミン、ジアリルメチルアミン
、などのアミノ基又はアミド基を有する化合物；３－ヒドロキシ－４－（フェニルイミノ
メチル）フェニル（メタ）アクリレート、４－［［（４－エチルフェニル）イミノ］メチ
ル］フェニル（メタ）アクリレート、４－［（４－エトキシフェニル）イミノメチル］フ
ェニル（メタ）アクリレート、４－［［（４－ブチルフェニル）イミノ］メチル］フェニ
ル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシ－４－［１－（フェニルイミノ）エチル］フェ
ニル（メタ）アクリレートなどのイミノ基を有する化合物；４－（４’－シアノ－４－ビ
フェニリルオキシ）ブチル（メタ）アクリレート、６－（４’－シアノ－４－ビフェニリ
ルオキシ）ヘキシル（メタ）アクリレート、２－［エチル［４－（１，２，２－トリシア
ノエテニル）フェニル］アミノ］エチル（メタ）アクリレート、８－（４’－シアノアゾ
ベンゼン－４－イルオキシ）オクチル（メタ）アクリレートなどのニトリル基を有する化
合物；Ｎ－ビニルスクシンイミド、Ｎ－ビニルマレインイミド、Ｎ－ビニルフタルイミド
、Ｎ－（４－ビニルフェニル）マレインイミド、Ｎ－［２－（ビニルオキシ）エチル］フ
タルイミド、Ｎ－（４－ビニルフェニル）フタルイミドなどのイミド基を有する化合物な
どが挙げられる。Ｎ－メチルジエタノールアミンジ（メタ）アクリレート、Ｎ－エチルジ
エタノールアミンジ（メタ）アクリレート、［（イソプロピルイミノ）ビス（２，１－エ
タンジイル）］ジ（メタ）アクリレート、［（ｔｅｒｔ－ブチルイミノ）ビス（２，１－
エタンジイル）］ジ（メタ）アクリレートなどの含窒素多官能（メタ）アクリレートも使
用でき、これらは架橋剤としても作用する。塩基性の高い窒素含有基は酸性基材層との結
合をより強固にすることから、アミノ基、イミノ基などの塩基性の高い窒素含有基を有す
るモノマーを共重合することが有利である。
【００４８】
　架橋剤として、例えば、二官能性又は多官能性（メタ）アクリレート、例えば、１，４
－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリ
レート、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、シクロヘキサンジメタノールジ（
メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジプロピレングリ
コールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレートなどの
二官能性（メタ）アクリレート；グリセロールトリ（メタ）アクリレート、トリメチロー
ルプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート
、ジトリメチロールプロパンテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペン
タ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレートなどの多官
能性（メタ）アクリレートを使用することができる。ウレタンアクリレート、ポリエステ
ルアクリレート、エポキシアクリレートなどの重合性オリゴマーを架橋剤として使用する
こともできる。
【００４９】
　塩基性（メタ）アクリル接着剤は、例えば、エステル部位の炭素数が４～３０のアルキ
ル（メタ）アクリレートモノマーを約５０質量部以上、約５５質量部以上、又は約６０質
量部以上、約１００質量部以下、約９５質量部以下、又は約９０質量部以下；塩基性モノ
マーを約２質量部以上、約５質量部以上、又は約１０質量部以上、約４０質量部以下、約
３５質量部以下、又は約３０質量部以下；架橋剤を約０．０１質量部以上、約０．０２質
量部以上、約０．０５質量部以上、約５質量部以下、約３質量部以下、又は約２質量部以
下としてこれらを共重合することによって得ることができる。
【００５０】
　別の好適な塩基性接着剤であるポリアミド接着剤は、ダイマー酸などの二塩基酸とポリ
アミンの重縮合、アミノカルボン酸の重縮合、ラクタムの開環重合などから得られるポリ
アミドを含む。ポリアミドが熱可塑性を有することからポリアミド接着剤は一般にホット
メルト接着剤である。
【００５１】
　ホットメルトポリアミド接着剤の１６０℃での溶融粘度は、一般に約２０００ｍＰａ・
ｓ以上、又は約２５００ｍＰａ・ｓ以上、約６０００ｍＰａ・ｓ以下、又は約５５００ｍ
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Ｐａ・ｓ以下である。ホットメルトポリアミド接着剤の樹脂軟化点は、一般に約８０℃以
上、約１００℃以上、約１１０℃以上、約１５０℃以下、約１４５℃以下、又は約１３５
℃以下である。
【００５２】
　ポリアミド接着剤に、ロジン、ロジンエステル、ロジンフェノール、テルペンフェノー
ルなどの粘着付与剤、Ｎ－エチルアミノスルホン酸アミドなどのアミド化合物、セバシン
酸ジブチル、フタル酸ジオクチルなどのエステル化合物などの可塑剤をさらに添加しても
よい。ポリアミド接着剤に粘着付与剤を添加することにより、ポリアミド接着剤のガラス
転移温度（Ｔｇ）を高めて溶剤型の接着剤シートとすることもできる。
【００５３】
　塩基性接着剤層の厚さは、一般に、約０．０１ｍｍ以上、約０．０１５ｍｍ以上、又は
約０．０２ｍｍ以上、約０．２ｍｍ以下、約０．１５ｍｍ以下、又は約０．１ｍｍ以下で
ある。
【００５４】
　塩基性接着剤層の表面にＶ字溝、Ｕ字溝などの溝を所望のパターンで配置して、接着シ
ートを被着体に適用したときに空気抜きが容易にできるようにしてもよい。塩基性接着剤
層の上にシリコーンなどで剥離処理が施されたライナーが配置されていてもよい。塩基性
接着剤層の表面の溝を、剥離ライナーの表面に設けられた、断面形状がＶ字、Ｕ字、又は
その他の畝によって形成することもできる。
【００５５】
　接着シートは、酸性樹脂に強化繊維が含浸された基材層を形成し、その上に塩基性接着
剤層を積層することにより作製することができる。
【００５６】
　酸性樹脂が熱可塑性樹脂の場合、酸性樹脂を加熱溶融し、溶融物に強化繊維を含浸し、
冷却することにより基材層を形成することができる。含浸は、浸漬、コーティング、スプ
レーなどにより行うことができ、均一な含浸が容易であることから浸漬が好ましい。酸性
樹脂をアセトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、メチルイソブチルケトン、シ
クロペンタノン、ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリドン
などの溶媒に溶解した溶液に強化繊維を含浸し、溶剤を除去することによって基材層を形
成することもできる。酸性樹脂が熱硬化樹脂又は紫外線硬化樹脂の場合、酸性樹脂を構成
するモノマーと熱重合開始剤又は光開始剤とを含む重合性混合物に強化繊維を含浸し、加
熱により、又は紫外線、電子線などの放射線を照射することにより、重合性混合物を硬化
して基材層を形成することができる。酸性樹脂を構成するモノマーの全て又は一部を予備
重合したポリマーシロップを調製し、ポリマーシロップに、必要に応じて追加のモノマー
、架橋剤、熱重合開始剤又は光開始剤などを添加した重合性混合物に強化繊維を含浸し、
加熱により、又は紫外線、電子線などの放射線を照射することにより、重合性混合物を硬
化して基材層を形成してもよい。予備重合は熱重合及び光重合のいずれによっても行うこ
とができ、使用できる反応開始剤は上述したとおりである。
【００５７】
　塩基性接着剤層が例えば（メタ）アクリル接着剤を含む場合、接着剤を構成するモノマ
ーと熱重合開始剤又は光開始剤とを含む重合性混合物を加熱して又は紫外線、電子線など
の放射線を照射して硬化することにより、塩基性接着剤層を形成することができる。接着
剤を構成するモノマーの全て又は一部を予備重合したポリマーシロップを調製し、ポリマ
ーシロップに、必要に応じて追加のモノマー、架橋剤、熱重合開始剤又は光開始剤などを
添加した重合性混合物を加熱して又は紫外線、電子線などの放射線を照射して硬化するこ
とにより、塩基性接着剤層を形成してもよい。予備重合は熱重合及び光重合のいずれによ
っても行うことができ、使用できる反応開始剤は上述したとおりである。塩基性接着剤層
がポリアミド接着剤などのホットメルト接着剤を含む場合、ホットメルト接着剤を加熱溶
融してシート状に成形することにより塩基性接着剤層を形成することができる。塩基性接
着剤の溶液に強化繊維を含浸し、溶剤を除去することによって塩基性接着剤層を形成する



(11) JP 2015-105367 A 2015.6.8

10

20

30

40

50

こともできる。
【００５８】
　接着シートはさらに装飾層、ガスバリア層などの追加の層を含んでもよい。
【００５９】
　接着シートは、例えば床板などの被着体の補強若しくは補修、又は被着体の一部の崩落
防止を目的として、被着体の平らな面又は曲面に適用することができる。本開示の一実施
態様によれば接着シートを含む補強補修テープが提供される。接着シートを補強補修テー
プ形状とすることにより、例えば、立体的形状を有する被着体への適用、例えば円柱、角
柱などの形状を有する被着体への巻付けを容易に行うことができる。
【００６０】
　本開示の一実施態様では、補強補修テープは建材用補強補修テープとして使用される。
補強補修テープを適用することのできる建材の例として、橋脚、ビルなどのコンクリート
柱、煙突、スラブなどが挙げられる。補強補修テープは、その長手方向を被着体の周方向
に揃えて、建材の周囲に１回又は２回以上巻き付けることができる。テープ形状であるた
め、巻き付けの際に張力をかけながら巻き付けることも容易にできる。
【００６１】
　建材用補強補修テープの使用例として、図２～４を参照しながらコンクリート柱の補強
について説明する。図２は補強補修テープ２０を巻き付けて強化されたコンクリート柱３
０の斜視図である。図３は補強補修テープ２０が２回巻き付けられた（１回目の巻き付け
を２０、２回目の巻き付けを２０’と表す。）コンクリート柱３０の断面図であり、図４
は図３の点線部分の拡大図である。
【００６２】
　コンクリート柱３０の表面を研削などにより下地処理し、塩基性接着剤１８の層がコン
クリート柱３０に面するように補強補修テープ２０を配置して、補強補修テープ２０に均
一に張力をかけながらコンクリート柱３０の周囲に巻き付ける。塩基性接着剤層をコンク
リート柱に面するように配置することにより、コンクリート表面の中和による強度低下を
防止することができる。
【００６３】
　１回の巻き付けでも補強補修効果は得られるが、図３及び図４に示すように２回、又は
それ以上巻き付けてもよい。補強補修テープを２回以上巻き付けることにより、補強補修
テープ２０にかけられた張力による拘束効果が得られる。「拘束効果」とは、建材などの
被着体の周囲を補強補修テープで締め付けることにより、補強補修テープの締め付け方向
（張力がかかっている方向）に対して垂直な方向において、補強された被着体の強度、特
に圧縮強度が向上することを指す。より高い拘束効果を得るために、強化繊維の長手方向
（例えば強化繊維の縦糸又は横糸）の配置が締め付け方向に実質的に平行であることが望
ましい。
【００６４】
　また、図４に示すように補強補修テープを２回以上巻き付けると、１回目の巻き付けの
酸性樹脂１６と２回目の巻き付けの塩基性接着剤１８’が接触する。その結果、酸性樹脂
１６と塩基性接着剤１８’の間の酸塩基相互作用により１回目の巻き付けと２回目の巻き
付けがより強固に結合して１回目と２回目の巻き付けの一体性が高まり、補強補修テープ
の平面に平行な方向のせん断強度がさらに向上する。したがって、本開示によれば、補強
補修テープをコンクリート柱、橋脚などの建材の周囲に張力をかけながら複数回巻き付け
ることで、所望の圧縮強度を建材に付与することができる。
【００６５】
　本発明は単独でコンクリート柱、橋脚などの建材を補強することができるが、既存の接
着剤含浸工法、鉄板巻き立て工法、鉄筋コンクリート打設による躯体補強などの在来工法
との組み合わせによる補強に使用することもできる。
【実施例】
【００６６】



(12) JP 2015-105367 A 2015.6.8

　以下の実施例において、本開示の具体的な実施態様を例示するが、本発明はこれに限定
されるものではない。部及びパーセントは全て、特に明記しない限り質量による。
【００６７】
　本実施例で使用した材料を以下の表１に示す。
【００６８】
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【表１】

【００６９】
＜試験方法＞
（１）ガラス転移温度
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　ガラス転移温度の測定は、示差走査熱量測定（ＤＳＣ　Ｑ２０００、ティ・エイ・イン
スツルメント）で行う。サンプルを５から１５ｍｇ程度量り取り、アルミニウム製の専用
容器内に設置し、不活性ガス雰囲気下で、昇温速度１０℃／分、測定温度－１００℃から
１５０℃の範囲で示差走査熱量測定を行う。測定は連続して２回行い、２回目の測定結果
からガラス転移温度を決定する。
【００７０】
（２）圧縮試験
　直径２５ｍｍ、高さ５０ｍｍの円柱状の試験用のコンクリート柱を、モルタル（プレミ
ックスモルタルＭ１３０、陽光物産株式会社）を用いて作製する。具体的には、最初に１
００質量部のＭ１３０及び１５．６質量部の水を手早く混合し、円筒形の型に混合したモ
ルタルを注入する。次に、２５℃、相対湿度９０％で７２時間モルタルを硬化させる。硬
化後、コンクリート柱を型から外し、モルタル表面を水で洗浄し、コンクリート柱を十分
に乾燥する。幅５０ｍｍに切断した接着シートを、塩基性接着剤層がコンクリート柱に面
するようにして、得られたコンクリート柱の周りに張力をかけながら２回巻き付けた後、
３日間２３±１℃で養生して試験体とする。
【００７１】
　得られた試験体を、直径１５ｃｍ、厚さ２ｃｍの鋼鉄製の２枚の圧盤に挟んでテンシロ
ン試験機（ＲＴＣ－１３２５Ａ、株式会社オリエンテック）に設置し、温度２５±３℃、
圧縮速度１ｍｍ／分で高さ方向について圧縮して圧縮強度（Ｎ／試験体）を測定する。圧
縮強度の最大値、及び最大値に到達した変位値からさらに５ｍｍ圧縮するまでの圧縮強度
の平均値（平均圧縮強度）を得た。
【００７２】
＜酸性樹脂ＡＲ１を含浸した強化繊維シート（基材層）の調製＞
　２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨＡ）７０質量部、アクリル酸（ＡＡ）３０質
量部、及びＩｒｇａｃｕｒｅ　６５１　０．１４質量部、１，６－ヘキサンジオールジア
クリレート（ＨＤＤＡ）１．０質量部をプラネタリーミキサーに一括で仕込み、減圧下（
５０ｍｍＨｇ）、１５分間混練して重合性アクリル系樹脂組成物を得た。重合性アクリル
系樹脂組成物は、予備重合されたアクリル系樹脂組成物である。
【００７３】
　得られた重合性アクリル系樹脂組成物と、トレカ（登録商標）クロス　ＣＯ６３４３（
炭素繊維）、フィブラシート　ＡＫ１０／１０（アラミド繊維）、ＫＴＶ　７４４６Ｙ（
ビニロン繊維）、又はＫＳ　２８１０（ガラス繊維）のいずれかの強化繊維シートとを２
枚のシリコーン処理ＰＥＴフィルムに挟み、含浸し、シート状にカレンダー成型した。
【００７４】
　さらに２枚のシリコーン処理ＰＥＴフィルムの内側に成形物を保持したまま、０．３ｍ
Ｗ／ｃｍ２の照射強度で紫外線をシートの両面それぞれに２分間照射し、続いて６．０ｍ
Ｗ／ｃｍ２の照射強度で２分間照射することにより組成物を硬化させ、酸性樹脂ＡＲ１含
浸強化繊維シート（基材層）を調製した。酸性樹脂ＡＲ２～ＡＲ５を含浸した強化繊維シ
ートについても、強化繊維としてトレカ（登録商標）クロス　ＣＯ６３４３を用い、酸性
樹脂の組成を表２に示したとおりとした以外は酸性樹脂ＡＲ１含浸強化繊維シートと同様
に調製した。酸性樹脂のガラス転移温度測定用試料は、作成した強化繊維シートの一部を
カットして調製した。
【００７５】
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【表２】

【００７６】
＜塩基性接着剤層ＢＡ１の調製＞
　イソオクチルアクリレート（ＩＯＡ）６７．５質量部、ＡＡ２．５質量部、及びＩｒｇ
ａｃｕｒｅ　６５１　０．１４質量部、ＨＤＤＡ０．０８質量部、及びＮ，Ｎ－ジメチル
アクリルアミド（ＤＭＡＡ）３０質量部をプラネタリーミキサーに一括で仕込み、減圧下
（５０ｍｍＨｇ）、１５分間混練して重合性アクリル系樹脂組成物を得た。重合性アクリ
ル系樹脂組成物は、予備重合されたアクリル系樹脂組成物である。
【００７７】
　得られた重合性アクリル系樹脂組成物を厚さ０．０５ｍｍとなるように２枚のシリコー
ン処理ＰＥＴフィルムの間に挟み、シート状にカレンダー成型した。
【００７８】
　さらに２枚のシリコーン処理ＰＥＴフィルムの内側に成形物を保持したまま、０．６ｍ
Ｗ／ｃｍ２の照射強度で紫外線をシートの両面それぞれに２分間照射し、続いて６．０ｍ
Ｗ／ｃｍ２の照射強度で２分間照射することにより組成物を硬化させ、その後、片方のシ
リコーン処理ＰＥＴフィルムを除去して、シリコーン処理ＰＥＴフィルムに担持された塩
基性接着剤層を調製した。塩基性接着剤のガラス転移温度測定用試料は、シリコーン処理
ＰＥＴフィルムを除去し、作成した塩基性接着シートの一部をカットして調製した。
【００７９】
＜塩基性接着剤層ＢＡ２（ホットメルト接着剤層）の調製＞
　ホットメルト用接着剤のポリアミド樹脂（３７７９、スリーエムカンパニー）を小片に
カッターナイフでカットし、９０μｍ厚さの表面を剥離処理した紙ライナー上にポリアミ
ド小片を設置した。この紙ライナーの上に０．０５ｍｍの鉄製スペーサーをポリアミド小
片の周りに配置し、鉄製スペーサーとポリアミド小片の上に表面を剥離処理した紙ライナ
ーを置いてポリアミド樹脂を挟み込んだ。
【００８０】
　この積層物に対してヒータープレートプレス機（Ｎ５０４２、エヌピーエーシステム株
式会社）を用いて１８０℃、３０秒間熱プレスを行い、その後、片方の剥離処理した紙ラ
イナーを除去して、厚さ０．０５ｍｍのホットメルト塩基性接着剤層を得た。ホットメル
ト塩基性接着剤のガラス転移温度測定用試料は、紙ライナーを除去し、作成した塩基性接
着シートの一部をカットして調製した。
【００８１】
＜塩基性接着剤層ＢＡ３（溶剤系接着剤層）の調製＞
　蓋つきガラス容器に、トルエンとイソプロピルアルコールの１：１混合溶媒を１００質
量部入れ、そこにホットメルト用接着剤のポリアミド樹脂（３７７９、スリーエム株式会
社）を２５質量部、及びロジンエステル粘着付与剤（ハリタックＦ８５、ハリマ化成グル
ープ株式会社）１５質量部を仕込んだ。十分に密栓した後、６５℃のオーブンを用いて１
２時間加熱することによりポリアミド分散液を得た。
【００８２】
　この分散液を０．０９ｍｍ厚さの表面を剥離処理した紙ライナー上に塗布し、乾燥後（
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６５℃のオーブンで３分、１００℃のオーブンで３分）に接着剤層の厚さが０．０５ｍｍ
となるよう溶剤系塩基性接着剤層を作製した。溶剤系塩基性接着剤のガラス転移温度測定
用試料は、紙ライナーを除去し、作成した塩基性接着シートの一部をカットして調製した
。
【００８３】
＜接着シートの調製＞
　酸性樹脂含浸強化繊維シート及び塩基性接着剤層を積層して３日以上２３±１℃で養生
して接着シートを調製した。得られた接着シートについて圧縮試験を行った結果、及び比
較例１として接着シートを適用しなかったコンクリート柱に対して圧縮試験を行った結果
を示す。塩基性接着剤層ＢＡ２、及びＢＡ３を有する接着シートはドライヤーで熱を与え
ながらコンクリート柱に巻き付けた。酸性樹脂ＡＲ１～５及び塩基性接着剤層ＢＡ１～３
のガラス転移温度（Ｔｇ）も併せて表３に示す。例１及び比較例１の圧縮試験のチャート
を図５に示す。
【００８４】
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【表３】

【符号の説明】
【００８５】
　１０　　接着シート
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　１２　　基材層
　１４　　強化繊維
　１６、１６’　　酸性樹脂
　１８、１８’　　塩基性接着剤
　２０、２０’　　補強補修テープ
　３０　　コンクリート柱

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】
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